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 線状地中構造物の縦断方向の耐震解析は，構造物とその周辺地盤を弾性床上のはりにモデル化する応答

変位法が一般に用いられている．同手法の地盤ばねと地盤を連続体と仮定した場合の地盤インピーダンス

には，地盤・構造物間の相互作用を表すモデルの相違があり，この相違が地中構造物の縦断方向の地震時

挙動の解析精度に及ぼす影響は明らかになっていない．本文では，3次元FEMモデルおよび弾性床はりモ

デルを用いた線状地中構造物の軸方向の地震時挙動の解析を行い，線状地中構造物の地震時の軸ひずみ伝

達特性に対する継手の影響が両モデルで異なり，弾性床はりモデルで考えられている継手による軸ひずみ

伝達の低減効果が地震時の実挙動を正確に反映していない可能性があることを示した． 
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１．はじめに 
 
 兵庫県南部地震における線状地中構造物の縦断方

向の変形に起因する被害は，施設として機能を喪失

するような甚大なものは見られなかった．例えば，

本研究で対象とする矩形共同溝では，地震時の衝突

や目開きが原因と考えられる構造目地部のずれ，止

水板の破損，コンクリートエッジの剥落などが生じ

たが，被害の程度は軽微であった例えば1), 2)． 
 同地震で重大な被害が見られなかった線状地中構

造物の縦断方向についても横断方向と同様に，地盤

条件の急変部など地震の影響が厳しい条件では，レ

ベル2地震動を対象とした耐震設計法の開発が必要

とされている．しかし，縦断方向の耐震設計法に関

する研究は少ないのが現状である3)． 
 線状地中構造物の地震時の変形は周辺地盤の変形

の影響を大きく受けるため，縦断方向の耐震解析は，

構造物とその周辺地盤を弾性床上のはりにモデル化

し，自然地盤の地震時変位を，地盤ばねを介して構

造物に静的に作用させる応答変位法が一般に用いら

れている． 
上記手法の地震荷重の作用方法は，地盤ばねを介

して自然地盤の地震時変位のみを作用させるもので，

同手法を用いた横断方向の耐震解析で提案されてい

る地盤と構造物の接触面における自然地盤の変形状

態を保つ切り欠き力と構造物の慣性力4)が考慮され

ていない．構造物の慣性力の影響は小さいと考えら

れるが，接触面での自然地盤の切り欠き力の影響の

大きさについては明らかでない． 
志波5)は，弾性床はりモデルに従来の自然地盤の

変位に加えて，構造物位置の地盤内応力と構造物の

慣性力を作用させた線状地中構造物の軸直角水平方

向の曲げモーメントおよびせん断力を算定している．

従来法と提案法による断面力の算定に相違が生じる

原因は，主として構造物位置の地盤内応力で構造物

の慣性力の影響は小さい解析例を示している． 
応答変位法に用いる地盤ばねの算定には，周辺地

盤を有限要素にモデル化し，構造物に強制変位を作

用させて地盤からの反力をもとに算定する方法6), 7)，

弾性理論に基づく方法8), 9)，地盤のせん断弾性係数

の定数倍として設定する方法10), 11)などがあるが，地

盤ばねの合理的な設定法の確立には至っていない12)．

合理的な設定が困難な理由の1つとして，地盤ばね

モデル自体に起因する問題が考えられる． 
弾性床はりモデルの地盤ばねは，ある1地点の地

盤反力がその地点の地盤変位のみで定まるWinkler
の仮定に基づくモデルである．一方，地盤を連続体

とみなした場合，ある1地点の地盤反力は，その地

点の地盤変位だけでなく，他の地点の地盤変位の影

響も受ける．すなわち，連続体と仮定した周辺地盤



 

図

の剛性を離散表示した地盤インピーダンスマトリッ

クスには非対角項が存在するが，地盤ばねは地盤イ

ンピーダンスマトリックスの非対角項の影響を対角

項のみに集約したモデルに相当する．村井ら13), 14)は，

地中構造物の横断方向に用いる応答変位法について

その計算精度が地盤インピーダンスマトリックスと

地盤ばねの相違に関係し，行列の自由度の縮約が地

盤ばねモデルの問題であることを指摘している． 
著者ら15)は，3次元FEMを用いた応答震度法16)と

弾性床はりモデルによる共同溝軸方向の地震時挙動

の解析を行い，正弦波地盤変位の波長，継手，地盤

剛性などが地盤・構造物間の地震時の軸ひずみ伝達

特性に及ぼす影響について検討している．FEMモデ

ルの地盤および構造物に慣性力を作用させ，地震時

の地盤ひずみを再現することで弾性床はりモデルを

用いた応答変位法より精度の高い地震荷重を作用さ

せることができ，地盤ばねのモデル化の問題もなく

なる． 
上記の検討から，弾性床はりモデルでは，継手か

らの距離に応じて自然地盤に対する構造物の軸ひず

みの比，軸ひずみ伝達率が低減するが，FEMモデル

では，継手の影響が非常に小さく，継手からの距離

に関わらず軸ひずみ伝達率が変化せず，継手のない

場合とほとんど差が生じない結果が得られている． 
ただし，上記のFEMモデルでは，地盤と構造物が

完全に密着している仮定があり，地震時の地盤ひず

みを再現した場合に，地盤と構造物の剛性差に起因

した構造物本体および継手の伸縮変形が生じるが，

函体長30m，継手長20mmの共同溝の標準的な縦断

構成では，継手近傍に位置する地盤要素に過大なひ

ずみが生じてしまう．より現実に近い現象を再現す

るためには，地盤・構造物間の滑りや地盤要素の局

所的な軟化などを考慮するモデルの高度化が必要で

ある． 
本研究では，地盤・構造物間の滑りに着目し，3

次元FEMモデルの地盤と構造物が接する節点にジョ

イント要素を設定し，地盤・構造物間の滑りを考慮

した場合の線状地中構造物の軸方向の地震時挙動を

解析する．FEMモデルによる地盤と構造物の完全な

密着を仮定した場合の応答震度法の解析，同モデル

による地盤・構造物間の滑りを考慮した解析，およ

びFEMモデルの解析条件に対応する弾性床はりモデ

ルの解析から線状地中構造物の地震時の軸ひずみ伝

達特性に対する継手の影響について考察した結果を

報告する． 
 
 

２．軸ひずみ伝達率の解析 
 

(1) FEMモデルの解析条件 
 解析方法は，図-1 に示すように表層地盤および

線状地中構造物を 8 節点 6 面体ソリッド要素として

モデル化した 3 次元 FEM による応答震度法 16)とし

た． 
 表層地盤は，地盤全体の剛性を単純化するため均
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-1 表層地盤および構造物の有限要素モデルの概念図
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図-2 1 層 2 室共同溝の横断面 
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図-3 軸方向(z 方向)の 1 波長の正弦波地盤変位 
 

とし，地盤の地震時せん断波速度 Vs=100m/s，単

体積重量 Wg=18kN/m3，ポアソン比νg=0.45 の弾性

と仮定した．表層地盤の層厚(y 方向)は H=30m と

，構造物から表層地盤の側方境界までの距離は構

物の影響が十分小さくなるように H の約 3 倍の

離をとり 6)，表層地盤モデルの幅 (x 方向 )を
180m とした．構造物の構築位置(中心深さ)は
=15mである． 
線状地中構造物は，図-2に示す横断面を有する1
2室共同溝を対象とし，等価線形のソリッド要素

モデル化した．構造物要素の弾性係数Esは，共同

と構造物要素の軸剛性が等価となるようにコンク

ートの弾性係数Ecを共同溝のRC断面積Acと構造

要素の断面積Asの比を用いて換算している． 
=2.35×104 N/mm2とし，共同溝の軸方向鉄筋量が

ないことから軸方向鉄筋の剛性は考慮していない． 
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(a) 1/4 の FEM モデルの概念図 
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簡略化した FEM モデルと正弦波地盤変位 
 

 

要素の単位体積重量Wsについても，コン

の単位体積重量をWc=24.5kN/m3とし，構

で等しい重量となるようにWs=10.6kN/m3

た．また，構造物要素のポアソン比はコン

相当とし，νs=0.167とした．  
重は，共同溝設計指針 10)に従い，図-3 に

に鉛直方向(y 方向)の地盤変位分布が基盤

地表面で最大の 1/4 波長の正弦波，軸方向

の地盤変位分布が 1 波長の正弦波となる慣

盤および構造物に静的に作用させた．慣性

さは，地表面の地盤変位の振幅 ua,max が表

せん断振動モデルにより式(1)で算定され

位となるように設定した． 

θ
π

sin2
2max, ⋅⋅⋅= sva TSu      (1) 

s
s V

HT 4
=           (2) 

Sv：基盤面での入力地震動の速度応答スペ

Ts：表層地盤の基本固有周期，θ：正弦進

射方向，H：表層地盤の層厚，Vs：表層地

時せん断波速度である．ここでは，兵庫県

クラスの地震動として Sv=90cm/s (Ts=1.2s, 
h=0.2)，構造物の軸方向の地盤の軸ひずみ

なるθ=45°を仮定した．上記の条件から

cm となる．また，正弦進行波の波長につい

同溝設計指針 10)から表層地盤の 1 固有周期
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図-5 FEM モデルの境界条件 
 

y

z0

L/2 = 125 m

H
 =

 3
0 

m

地中構造物 0 10 m構造スケール

y

z0

y

z0

L/2 = 125 m

H
 =

 3
0 

m

地中構造物 0 10 m0 10 m構造スケール

 
(a) yz 平面 
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(b) xy 平面 
図-6 FEM モデルのメッシュ図 
 
 

(Ts=1.2s)の間に表層地盤と基盤を伝わる波の波長の

調和平均とした．基盤のせん断速度は 300m/s とし

ている．45°の入射方向を考慮した軸方向の正弦波

地盤変位のみかけの波長は，L≒250mとなる．  
なお，解析モデルの対称性と地震荷重の載荷条件

を考慮し，実際の解析は，簡略化のため図-4 に示

すような 1/4 の FEM モデルに 1/2 波長の地盤変位を

作用させた．表層地盤モデルの境界条件は，図-5

に示すとおり設定した．解析モデルの前面および後

面(xy 平面)は，正弦波地盤変位の z 方向の連続条件

から z 方向変位を固定とした．基盤面(zx 平面)は 3
方向変位を固定，地表面(zx 平面)は 3 方向変位を自

由とした．有限要素モデルの対称性から中央側面

(yz 平面)の x 方向変位を固定，構造物の影響が十分

小さくなる側方境界面(yz 平面)も x 方向変位を固定

とした．各境界面のその他の方向および内部節点の

変位はすべて自由とした．yz 平面および xy 平面の

FEM モデルのメッシュ図を図-6 に示す． 
地盤と構造物が接する節点には，図-7に示す滑り

を表すジョイント要素を設定した．ジョイント要素

のせん断強度τyは，式(3)に示すMohr-Coulomb式で

モデル化した17)． 
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図-7 滑りを表すジョイント要素 
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図-8 継手のモデル化 

 
表-1 FEM モデルの解析ケース 
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jjny c+= φστ tan       (3) 

 
ここに，σn：垂直応力(圧縮を正)，φj：摩擦角，cj：

付着力である．ここでは，φj=30°，cj=0, 100 kN/m2

の組み合わせを仮定した．また，ジョンイント要素

のせん断ばねksは十分大きな値とし，ks= 1.0×1010 

kN/m3に設定した．  
継手は，共同溝設計指針10)に従い図-8に示すよう

に継手長を20mmとし，地盤・構造物と同じ8節点6
面体ソリッド要素でモデル化した．継手による軸ひ

ずみ伝達の低減効果が顕著に表れるように，継手剛

性を表す継手要素の弾性係数Ejはごく微少な数値と

して，Ej= 1.0×10-12 N/mm2とした．  
FEMモデルの解析ケースを表-1に示す．解析パラ

メータは，継手の有無，ジョイント要素のφj, cjであ

る．Case 1,2は，地盤と構造物が密着している場合

の継手の影響を調べるケースであり，ジョイント要

素のτyを∞に設定している．Case 3,4は，ジョイン

ト要素のφj, cjをそれぞれ，(φj, cj)=(30°, 0 kN/m2)，
(30°, 100 kN/m2)とし，地盤と構造物の接触面のせん

断応力がジョイント要素のτyを超過すると滑りが生

じるケースである．Case 3,4の τyはそれぞれ，
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図-9 継手の配置 
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図-10 地盤ばね算定のための地盤 FEM モデルの概念図
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図-11 滑りを考慮した地盤ばねモデル 
 

 

y=122.5, 222.5 kN/m2になる． 
Case 2, 3, 4の継手間隔は30mとし，図-9に示すよ

に継手を配置した． 

2) 弾性床はりモデルの解析条件 
弾性床はりモデルでは，軸方向の力のつりあい式

，はりの軸ひずみにより生じる引張・圧縮力と自

地盤・はり間の相対変位により生じる地盤ばね反

のつりあいから式(4)で表される18)． 
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こに，EsAs：はりの軸剛性，u(z)：軸方向座標 z
おけるはりの軸方向変位，ug(z)：z における自然

盤の軸方向変位，ka：軸方向の地盤ばねである．

(4)は， EsAsおよび kaが z に依らず一定であると

定した継手のない無限長のはりを対象としている．

た，自然地盤の地震時変位のみを地震荷重として

るため，構造物に作用する慣性力および構造物位

の自然地盤の切り欠き力は考慮されていない． 
ug(z)を波長 L の正弦波と仮定すると，式(4)をも

に自然地盤に対する構造物の軸ひずみ伝達率εs/εg

式(5)で表すことができる 18)． 
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式(5)によると，εs/εg は，正弦波地盤変位の振幅，位

相に依存しない EsAs, ka, L の関数となる． 
 式(5)における地盤ばねkaは，図-4(a)に示すxy平
面を図-10に示すように単位奥行き長さを有する有

限要素にモデル化し， z方向に構造物を強制変位さ

せて得られる周辺地盤の反力から算定した．基盤面

は3方向の変位を固定とし，その他の節点について

は地中構造物の軸方向(z方向)以外の変位は固定と

した．なお，図-10は，左右対称性を考慮した1/2有
限要素モデルのため，得られた地盤反力の2倍から

地盤ばねを算定している．前節のFEMモデルの表層

地盤，構造物の構築位置の条件で算定すると，

ka=4.06×104 kN/m3になる． 
 継手を有する弾性床はりモデルでは，はり要素の

分割をFEMモデルの構造物要素の軸方向(z方向)の
分割と合わせ，FEMモデルと同一の波長Lの正弦波

地盤変位ug(z)を地盤ばね端に入力し，はり要素毎の

軸ひずみ伝達率εs(z)/εg(z)を算定した．EsAs, kaの条件

は継手のない場合と同一である． 
また，Case 3,4の滑りを考慮したFEMモデルに対

応する弾性床はりモデルでは，図-11に示すように

kaの傾きを有し，Case 3,4のτyに相当するせん断応力

で降伏して滑りが生じるバイリニアの地盤ばねモデ

ルを設定した． ルを設定した． 
  
(3) 地盤・構造物間で滑らない場合の軸ひずみ伝達

率 
(3) 地盤・構造物間で滑らない場合の軸ひずみ伝達

率 
 構造物の存在しない自然地盤における構造物位置

の地盤の軸ひずみεg(z)に対する構造物の軸ひずみ

εs(z)の比，軸ひずみ伝達率εs(z)/εg(z)について，FEM
モデルと弾性床はりモデルの比較を行う．εs(z), 
εg(z)は引張ひずみを正とし，FEMモデルではソリッ

ド要素中心の軸方向(z方向)の直ひずみとした．Case 
1のFEMモデルのεg(z)およびεs(z)のz方向の分布を

図-12に示す．εs(z)は構造物の弾性係数Esを変化さ

せ，軸剛性EsAsを100, 10, 1%と低下させた場合を示

している．EsAs=100, 10, 1%に対して，地盤と構造

物の剛性比は，それぞれ，Eg/Es≒0.005, 0.05, 0.5と
なる．図-4(b)に示す1/2波長の正弦波地盤変位を軸

方向に与えているため，εg(z)は，z=0, 62.5, 125mで

それぞれ，最小, 0, 最大となる正弦波分布になり，

εs(z)も絶対値は小さくなるが，εg(z)と同様の分布と

なる． 

 構造物の存在しない自然地盤における構造物位置

の地盤の軸ひずみεg(z)に対する構造物の軸ひずみ

εs(z)の比，軸ひずみ伝達率εs(z)/εg(z)について，FEM
モデルと弾性床はりモデルの比較を行う．εs(z), 
εg(z)は引張ひずみを正とし，FEMモデルではソリッ

ド要素中心の軸方向(z方向)の直ひずみとした．Case 
1のFEMモデルのεg(z)およびεs(z)のz方向の分布を

図-12に示す．εs(z)は構造物の弾性係数Esを変化さ

せ，軸剛性EsAsを100, 10, 1%と低下させた場合を示

している．EsAs=100, 10, 1%に対して，地盤と構造

物の剛性比は，それぞれ，Eg/Es≒0.005, 0.05, 0.5と
なる．図-4(b)に示す1/2波長の正弦波地盤変位を軸

方向に与えているため，εg(z)は，z=0, 62.5, 125mで

それぞれ，最小, 0, 最大となる正弦波分布になり，

εs(z)も絶対値は小さくなるが，εg(z)と同様の分布と

なる． 
Case 1のFEMモデルのεs(z)/εg(z)のz方向の分布を

図-13に示す． Eg/Esに応じて，εs(z)/εg(z)の値は変化

するが，zに対しては変化が小さくほぼ一定の値と

なる．図-13中の水平な太実線は，式(5)により算定

した継手のない弾性床はりモデルのεs/εgである．継

手のないCase 1の場合では，FEMモデルのεs(z)/εg(z)
と弾性床はりモデルのεs/εgはほぼ一致する． 

Case 1のFEMモデルのεs(z)/εg(z)のz方向の分布を

図-13に示す． Eg/Esに応じて，εs(z)/εg(z)の値は変化

するが，zに対しては変化が小さくほぼ一定の値と

なる．図-13中の水平な太実線は，式(5)により算定

した継手のない弾性床はりモデルのεs/εgである．継

手のないCase 1の場合では，FEMモデルのεs(z)/εg(z)
と弾性床はりモデルのεs/εgはほぼ一致する． 

Case 2のεs(z)/εg(z)のz方向の分布を図-14に示す．
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図-12 FEM モデルのεg(z), εs(z)の z 方向の分布 (Case 1)
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図-13 εs(z)/εg(z)の z 方向の分布 (Case 1) 
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図-14  εs(z)/εg(z)の z 方向の分布 (Case 2) 
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図-15 FEM モデルのεj(z), εs(z)の z 方向の分布 (Case 2)
 

EMモデルのεs(z)/εg(z)は，継手を有する場合でも継

のないCase 1と同様に，zに対して変化が小さく，

ぼ一定の値となり，継手の影響がほとんど現れな

．図-14中の水平な太実線は式(5)により算定した

手のない弾性床はりモデルのεs/εgであり，地盤と

造物が密着している仮定では，継手の有無に関わ

ず，FEMモデルのεs(z)/εg(z)は，継手のない弾性床

EMモデルのεs(z)/εg(z)は，継手を有する場合でも継

のないCase 1と同様に，zに対して変化が小さく，

ぼ一定の値となり，継手の影響がほとんど現れな

．図-14中の水平な太実線は式(5)により算定した

手のない弾性床はりモデルのεs/εgであり，地盤と

造物が密着している仮定では，継手の有無に関わ

ず，FEMモデルのεs(z)/εg(z)は，継手のない弾性床
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図-16 εs(z)/εg(z)の z 方向の分布 (Case 3) 
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図-17 uj(z)の z 方向の分布 (Case 3) 
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図-18  τr(z)の z 方向の分布(Case 3) 
 
 

はりモデルのεs/εgとほぼ一致する． 
一方，継手を有する弾性床はりモデルのεs(z)/εg(z)

は，継手からの距離とεg(z)の大きさに応じて，継手

のない弾性床はりモデルのεs/εgよりも小さくなる．

弾性床はりモデルは，継手による地震時の軸ひずみ

伝達の低減効果があり，継手の影響がFEMモデルと

異なる．なお， z=62.5mの弾性床はりモデルの

εs(z)/εg(z)が継手により低減していないのは，同位置

のεg(z)が0であり，継手に変形が生じていないため

である． 
図-15は，Case 2のFEMモデルのεs(z)および継手の

軸ひずみεj(z)のz方向の分布を示したものである．

z=62.5mでεg(z)=0になる箇所の継手を除いて，EsAs

が大きく地盤と構造物の剛性差が大きいほど，剛性

極小の継手要素にひずみが集中し，εj(z)がεs(z)に比

べて大きくなる．しかし，εs(z)は継手の影響をほと

んど受けていない．構造物と地盤の完全な密着を仮

定したFEMモデルの解析では，継手がεs(z)に与える

影響は非常に小さく，弾性床はりモデルで考えられ

ている継手による軸ひずみ伝達の低減効果は現れな

い． 
両モデルのεs(z)/εg(z)が異なる理由について，FEM

モデルでは，継手近傍の地盤要素が継手の伸縮変形

を拘束するが，弾性床はりモデルの地盤ばねでは，

FEMモデルに対応する継手変形を拘束する地盤から

の作用が直接的には考慮されていないためと考えら

れる．ただし，函体長30m，継手長20mmの標準的

な共同溝の縦断構成では，FEMモデルの継手近傍の

地盤要素に過大な地盤ひずみが発生してしまうため，

より現実に近い現象を再現するためには，継手近傍

の局所的な地盤の軟化や地盤・構造物間の滑りをモ

デル化する必要がある． 

30m，継手長20mmの標準的

な共同溝の縦断構成では，FEMモデルの継手近傍の

地盤要素に過大な地盤ひずみが発生してしまうため，

より現実に近い現象を再現するためには，継手近傍

の局所的な地盤の軟化や地盤・構造物間の滑りをモ

デル化する必要がある． 
  
(4) 地盤・構造物間の滑りを考慮する場合の軸ひず

み伝達率 
(4) 地盤・構造物間の滑りを考慮する場合の軸ひず

み伝達率 
地盤・構造物間に滑りを考慮した Case 3 の

εs(z)/εg(z) のz方向の分布を図-16に示す．FEMモデ

ルのεs(z)/εg(z)は，Case 2と異なり継手からの距離と

εg(z)に応じて小さくなり，継手による軸ひずみ伝達

の低減効果が見られる． 

地盤・構造物間に滑りを考慮した Case 3 の

εs(z)/εg(z) のz方向の分布を図-16に示す．FEMモデ

ルのεs(z)/εg(z)は，Case 2と異なり継手からの距離と

εg(z)に応じて小さくなり，継手による軸ひずみ伝達

の低減効果が見られる． 
Case 3のFEMモデルのジョイント要素の変形量

uj(z)のz方向の分布を図-17に示す．ジョンイント要

素のせん断ばねを十分大きな値としてks=1.0×1010 

kN/m3に設定しているため，uj(z)が0でない区間が滑

りの生じている範囲とみなしてよい．z=62.5mの継

手を除き，継手を中心として滑りが生じている．ま

た，EsAsが大きいほど滑り量が大きい．継手を中心

とした範囲に滑りが生じることにより，継手近傍の

地盤要素による継手の伸縮変形を拘束する作用が弱

くなり，函体全体の伸縮が生じ，継手による軸ひず

み伝達の低減効果が現れたと推測できる． 

Case 3のFEMモデルのジョイント要素の変形量

uj(z)のz方向の分布を図-17に示す．ジョンイント要

素のせん断ばねを十分大きな値としてks=1.0×1010 

kN/m3に設定しているため，uj(z)が0でない区間が滑

りの生じている範囲とみなしてよい．z=62.5mの継

手を除き，継手を中心として滑りが生じている．ま

た，EsAsが大きいほど滑り量が大きい．継手を中心

とした範囲に滑りが生じることにより，継手近傍の

地盤要素による継手の伸縮変形を拘束する作用が弱

くなり，函体全体の伸縮が生じ，継手による軸ひず

み伝達の低減効果が現れたと推測できる． 
一方，弾性床はりモデルにおける単位面積当たり

の地盤ばね反力τr(z) のz方向の分布を図-18に示す．

継手位置に近いほど地盤・構造物間の相対変位が大

きく，τr(z)が大きくなる．図-11に示したバイリニ

アの地盤ばねを用いているが，τr(z)はCase3の地

盤・構造物間に滑りが生じるせん断強度τy=122.5 
kN/m2に達しておらず，弾性床はりモデルでは滑り

が生じていない． τyの条件を同一としてもFEMモデ

ルと弾性床はりモデルで異なる現象が生じている．

また，弾性床はりモデルに与える自然地盤の変位

ug(z)と地盤ばねkaが同じ条件で滑りが生じていない

ため，弾性床はりモデルのεs(z)/εg(z)はCase 2と一致

する． 

一方，弾性床はりモデルにおける単位面積当たり

の地盤ばね反力τr(z) のz方向の分布を図-18に示す．

継手位置に近いほど地盤・構造物間の相対変位が大

きく，τr(z)が大きくなる．図-11に示したバイリニ

アの地盤ばねを用いているが，τr(z)はCase3の地

盤・構造物間に滑りが生じるせん断強度τy=122.5 
kN/m2に達しておらず，弾性床はりモデルでは滑り

が生じていない． τyの条件を同一としてもFEMモデ

ルと弾性床はりモデルで異なる現象が生じている．

また，弾性床はりモデルに与える自然地盤の変位

ug(z)と地盤ばねkaが同じ条件で滑りが生じていない

ため，弾性床はりモデルのεs(z)/εg(z)はCase 2と一致

する． 
次に，Case 4のεs(z)/εg(z)のz方向の分布を図-19に

示す． FEMモデルのεs(z)/εg(z)は継手からの距離と

εg(z)に応じて小さくなるが，Case 3よりもCase 4の
ジョイント要素のτyが大きいため滑りが生じにくく，

Case 4のFEMモデルのεs(z)/εg(z)の方が大きくなる．

一方，弾性床はりモデルのεs(z)/εg(z)はCase 2,3と同

一となる．これは，図-18に示したCase 3の地盤ば

ね反力τr(z)がτy=122.5 kN/m2に達していないことか

次に，Case 4のεs(z)/εg(z)のz方向の分布を図-19に

示す． FEMモデルのεs(z)/εg(z)は継手からの距離と

εg(z)に応じて小さくなるが，Case 3よりもCase 4の
ジョイント要素のτyが大きいため滑りが生じにくく，

Case 4のFEMモデルのεs(z)/εg(z)の方が大きくなる．

一方，弾性床はりモデルのεs(z)/εg(z)はCase 2,3と同

一となる．これは，図-18に示したCase 3の地盤ば

ね反力τr(z)がτy=122.5 kN/m2に達していないことか
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図-19 εs(z)/εg(z)の z 方向の分布 (Case 4) 
 

図-20 uj(z)の z 方向の分布 (Case 4) 
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らより滑りにくいCase 4のτy=222.5 kN/m2の条件に対

しては，地盤・構造物間に滑りが生じることはなく，

Case 2,3とCase 4のτr(z)が同一となるからである． 
Case 4のFEMモデルのジョイント要素のuj(z)のz方

向の分布を図-20に示す．継手を中心として滑りが

生じる傾向はCase 3と同様であるが，Case 4のジョ

イント要素のτyが大きいため，Case 3よりもCase4の
ujが小さくなっている．地盤・構造物間の滑りを考

慮するとτyの大きさによりFEMモデルのεs(z)/εg(z)は
変化するが，弾性床はりモデルでは滑りが生じず，

εs(z)/εg(z)は変化しない． 
 
(5) 継手変形量の比較 
 継手を有するCase 2～4のFEMモデルおよび弾性

床はりモデルの継手変形量の比較を行う．EsAs=100, 
10, 1%の場合の継手長20mm(0.02m)に対する継手変

形量δjをそれぞれ，図-21に示す．継手が開く側の

変形を正として表示している．Case 2～4のFEMモ

デルに対応する弾性床はりモデルでは滑りが生じな

いため，弾性床はりモデルのδjはすべて同一である．

なお，両モデルとも継手が閉じる方向にδj<-0.02m
となる場合には，隣接する函体が重なることになる

が，函体どうしの接触はモデル上考慮されていない． 
 滑りが生じないCase 2のFEMモデルでは，図-15

に示したように継手要素にひずみが集中するが，継

手長が0.02mと小さいため，EsAs=100, 10, 1%ともδj

≒0になる．滑りが生じるCase 3, 4のFEMモデルで

は，EsAsが大きく地盤と構造物の剛性差が大きいほ

ど
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図-21 継手の変形量δj(z) 
 

，δjの絶対値が大きくなる．また，FEMモデルと

性床はりモデルのδjの差は両モデルのεs(z)の差に

係し，εg(z)が同じ条件では図-15,18に示した両モ

ルのεs(z)/εg(z)の差が大きいほど両モデルのδjの差

大きくなる． 

．まとめ 

標準的な縦断構成を有する1層2室共同溝を対象と

て，3次元FEMおよび弾性床はりモデルを用いて

手が線状地中構造物の地震時の軸ひずみ伝達特性

及ぼす影響を検討した．本研究で得られた知見を

下に示す． 
) 継手のない共同溝に対して地盤・構造物間の完

な密着を仮定した場合，FEMモデルの軸ひずみ

達率は，正弦波地盤変位の位相に関わらずほぼ

定の値となり，弾性床はりモデルの軸ひずみ伝

率とほぼ一致する． 
) 継手を有する共同溝に対して地盤・構造物間の

全な密着を仮定した場合，函体長30m，継手長

0mmの縦断構成の条件では，FEMモデルの軸ひず

伝達率は，継手の影響をほとんど受けず，継手の

い場合の軸ひずみ伝達率とほとんど差が生じない．

方，弾性床はりモデルでは，継手からの距離と自



 

然地盤の軸ひずみの大きさに応じて継手による軸ひ

ずみ伝達の低減効果がある． 
3) 継手を有する共同溝に対して地盤・構造物間の

滑りを考慮した場合，FEMモデルでは，継手位置を

中心として滑りが生じ，軸ひずみ伝達率は継手から

の距離と自然地盤の軸ひずみの大きさに応じて低減

する．また，滑りが生じるせん断強度が大きいほど

軸ひずみ伝達の低減効果は小さい．一方，弾性床は

りモデルでは，表層地盤，地盤変位，および滑りが

生じるせん断強度の条件をFEMモデルと同一として

も地盤ばね反力は滑りのせん断強度以下となり，滑

りが生じない．地盤・構造物間の相互作用のモデル

の違いにより滑りに対して異なる現象が生じる．ま

た，両モデルで軸ひずみ伝達率に差があるため，継

手変形量にも差が生じる． 
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THE EFFECT OF STRUCTURAL JOINTS ON THE AXIAL STRAIN 
TRANSMITTING CHARACTERISTICS BETWEEN  FREE-FIELD GROUND AND 

LINEAR UNDER GROUND STRUCTURES DURING EARTHQUAKES 
 

Tsutomu NISHIOKA and Shigeki UNJOH 
 

   The purpose of this paper is to study the effect of structural joints on the axial strain transmitting 
characteristics between free-field ground and linear underground structures during earthquakes. The 
seismic axial strains of the structures are analyzed by both the 3-D FEM model and the beam-spring 
model, which include respective soil-structure interaction models. 
   The comparative study shows that the effect of the joints to reduce the seismic axial strains of the 
structures is different between the two models on the assumptions of either the complete bonding or the 
sliding between soil and structures. 
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